
事業番号 - - -

（ ）

▲0.1 46 - 200,036

-

-

50,000

産学官連携支援事業委託
費

200

-

令和４年度第２次
補正予算内訳
（単位：百万円）

歳出予算目
令和４年度

第２次補正予算

地域中核研究大学等強化
促進基金補助金

149,836

地域産学官連携科学技術
振興拠点施設整備費補助

金

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

99% 99% 98%

執行率（％） 99% 99% 99%

執行額 3,651 3,663 2,969

計 200,036

主な増減理由

予算
の状
況

当初予算 3,678 3,656 3,020 1,275

令和４年度
第２次補正予算

計 3,677.9 3,702 3,007 201,324

予備費等 - - - -

翌年度へ繰越し - - ▲ 13 -

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

○【地域中核・特色ある研究大学強化促進事業】【地域中核・特色ある研究大学の連携による産学官連携・共同研究の施設整備事業】研究力の飛躍的向上に
向けて、強みや特色ある研究力を核とした経営戦略の下、大学間での連携も図りつつ、研究活動の国際展開や社会実装の加速・レベルアップの実現に必要
なハードとソフトが一体となった環境構築の取組を支援する。（補助率10/10以内）
○【地域イノベーション・エコシステム形成プログラム】日本型イノベーション・エコシステムの形成と地方創生の実現に向け、社会的インパクトが大きく地域の成
長とともに国富の増大に資する事業化プロジェクトを推進する。（補助率1/2相当）

実施方法 直接実施、委託・請負、補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

主要政策・施策 科学技術・イノベーション 主要経費 文教及び科学振興

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

拠点等を有する大学の強みや特色を最大限伸ばし、それぞれのミッション実現に向け、大学マネジメントと連動した研究力向上改革を推進しつつ、地域科学技
術イノベーションの推進等を通じた地域イノベーション創出のためのシステム整備を図る。

産業連携・地域振興課
産学連携・地域振興課長
井上　睦子

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等

○第6期科学技術・イノベーション基本計画（令和3年3月26日
閣議決定）
○統合イノベーション戦略2021（令和3年6月18日閣議決定）
〇地域中核・特色ある研究大学総合振興パッケージ（令和4年
2月1日総合科学技術・イノベーション会議決定）

200,036

前年度から繰越し - - 13

事業名 地域における拠点形成等の構築に向けた取組の推進 担当部局庁 科学技術・学術政策局 作成責任者

事業開始年度 平成25年度
事業終了

（予定）年度 令和20年度 担当課室

2022 文科 21 0186

令和4年度第２次補正予算行政事業レビューシート 文部科学省



根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
文部科学省「令和２年度大学等における産学連携等実施状況について」（令和４年２月１日）等

79,672 84,694

目標値 百万円

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 4年度活動見込

地域イノベーション・エコシステム形成プログラムの
交付決定金額／採択地域数

令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 7 年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度

令和７年度までに国公私立
大学等における民間企業と
の共同研究の受け入れが
平成30年度（68,425百万円）
比で７割増加

大学等と民間企業との共同
研究受け入れ金額　※前年
度の実績は「令和3年度大
学等における産学連携等実
施状況調査」に基づき令和
５年２月頃確定後、記載予
定。

成果実績 百万円

116,323

達成度 ％

地域イノベーション・エコシ
ステムの形成

地域イノベーション・エコシ
ステム形成プログラムの地
域支援数

活動実績 地域 21

計算式
百万円/地
域数 3,490/21 3,251/21 2,890/17 1,020/6

単位当たり
コスト 百万円 166 168 170 170

1

21 17 - -

当初見込み 地域 21 21 17 6

令和元年度 令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

活動内容
（アクティビ

ティ）

大学等を対象に、地域に存在する技術シーズを事業化につなげるため、特許・知財の調査分析等を踏まえた課題の選定を行い、選定課題に基づ
いて活動を支援する。

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
-

- -

- - -

目標値 - - -

令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

9 年度 14 年度
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度

事業終了後にも必要な体制
を持続させることができるよ
う、企業や自治体等からの
外部資金獲得額の増加

企業や自治体等からの外
部資金獲得額

成果実績

達成度 ％ -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
-

目標値

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 4年度活動見込

「地域中核・特色ある研究大学強化促進事業」
及び「地域中核・特色ある研究大学の連携による

産学官連携・共同研究の施設整備事業」の
交付決定金額／採択大学数

令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

9 年度 14 年度
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度

各大学の研究戦略を踏まえ
た特定領域における、総論
文数に占めるTop10%論文
数の割合（Ｑ値）の向上

各大学の研究戦略を踏まえ
た特定領域における、総論
文数に占めるTop10%論文
数の割合（Ｑ値）

成果実績

達成度 ％

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

地域中核・特色ある研究大
学の強化

「地域中核・特色ある研究
大学強化促進事業」及び
「地域中核・特色ある研究
大学の連携による産学官連
携・共同研究の施設整備事
業」による支援大学数

活動実績 -

計算式 　　/ - - - -

単位当たり
コスト - - - -

活動内容
（アクティビ

ティ）

大学の強みや特色を最大限伸ばすため、他大学との連携を含む大学の研究戦略等を踏まえた大学の選定を行い、文部科学省・専門家による伴
走支援の下、施設設備等の整備、研究開発戦略の企画・実行や技術支援等を担う専門人材の戦略的な配置・活動、研究環境の高度化等に向け
て必要となる環境整備等、研究戦略を具現化する取組を支援。

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位

- - -

当初見込み - - - -

令和元年度



整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○
○地域イノベーション・エコシステム形成プログラム
事業の実施にあたっては、補助期間終了後も機関による自主
的な取組が継続されるよう努めている。

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○
○地域イノベーション・エコシステム形成プログラム
概ね成果目標に見合った成果実績が上がっている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

‐ -

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
○地域イノベーション・エコシステム形成プログラム
概ね見込みに見合った活動実績が上がっている。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

契約・額の確定の際に、補助金や委託費の費目・使途の内容
について厳正に確認することで、事業目的に即した真に必要
なものに限定している。
また、公募要領により、費目・使途を適切なものに定めてい
る。さらに、額の確定調査において、支出の合理性・用途につ
いて適切であることを確認しており、事業の効率性の確保に
十分取り組んでいると認められる。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
契約・額の確定等の際に、補助金や委託費の費目・使途の内
容について厳正に確認するなど、妥当なコスト水準だと確認し
た。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐ -

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 有

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○
国費の効率的な投入と、事業実施機関における自主経費の
支出のバランスに考慮した事業運営を行っている。

第６期科学技術基本計画（令和３年３月閣議決定）及び地域
中核・特色ある研究大学総合振興パッケージ（令和２年２月１
日総合科学技術・イノベーション会議決定）に基づいて国とし
て進めることが必要な施策であり、国として取組むべき事業で
あることから、民間等に委ねることが出来ない。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事
業か。

○

第６期科学技術基本計画（令和３年３月閣議決定）及び地域
中核・特色ある研究大学総合振興パッケージ（令和２年２月１
日総合科学技術・イノベーション会議決定）に基づいて国とし
て進めることが必要な施策であり、政策目的の達成手段とし
て必要であり優先度の高い事業である。

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○ ○地域イノベーション・エコシステム形成プログラム
事業の実施にあたっては、応募機関からの提案内容を外部
有識者委員会等において公正・中立に審査し、競争性の確保
を図っている。なお、一者応札になった事業については、十分
な公告期間の確保に努める等、競争性の確保のための取組
を行っている。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

第６期科学技術基本計画（令和３年３月閣議決定）及び地域
中核・特色ある研究大学総合振興パッケージ（令和２年２月１
日総合科学技術・イノベーション会議決定）に基づいて国とし
て進めることが必要な施策であり、ニーズの高い事業である。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○
事業期間中に委託先等との連絡を密に取り、調査研究の円
滑な進行と委託費の適切な使用について定期的な確認を実
施している。

新
経
済
・
財
政
再
生

計
画
改
革
工
程
表

2
0
2
1

取組
事項

分野： 文教・科学技術 ２．イノベーションによる歳出効率化等

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/reform/report_211223_2.pdf

該当箇所 100ページ

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と

の
関
係

政
策
評
価

政策 7 Society 5.0の実現に向けた科学技術・イノベーション政策

施策
7ー1 価値共創型の新たな産業を創出する基盤と
なるイノベーション・エコシステムの形成

政策評価書
URL

https://www.mext.go.jp/content/20221012-mxt_kanseisk01-000024706-
02.pdf

該当箇所 ３～４ページ



- -

令和3年度 2021 文科 20 0188

令和2年度 文部科学省 0174

文部科学省 0172

平成30年度 177 182 新30-0008

令和元年度 文部科学省 0168

平成28年度 0171

平成29年度 176 181

平成26年度 0192

平成27年度 0182

平成24年度 -

平成25年度 新25-0019

備考

＜平成30年度秋のレビュー指摘事項＞
文部科学省は、多様な主体の連携・循環により、イノベーションが自律的かつ持続的に生み出される「イノベーション・エコシステム」の構築という政策目的の実現に
向け、今回の対象事業に取り組んでいる。
「イノベーション・エコシステム」の実現のため、これらの事業により追求されるべき成果は、要素技術の確立とこれを組み合わせた製品・サービス化による事業化、国
からの補助金に頼らない自立資金調達の度合い、ひいては自走化等が考えられるが、自己資金調達の度合いなど、成果の把握が不十分な事業もある。また、政策
目的からバックキャストした場合、各事業が政策目的の実現に効果的なものとして立案されているか、といった点が必ずしも明確ではない。
まずは、各事業の実施・推進に当たって、政策目的を具体的なものとし、それぞれの論理的な因果関係を明確にしていく必要がある。例えば、イノベーションが自律
的かつ持続的に生み出されるためには補助金終了後の自走化が重要であることから、地域や民間の負担額が着実に伸びていくよう、厳格な計画策定や毎年のフォ
ローアップといった対応が求められる。
これまで、必要に応じ、各事業を新設・追加している経緯もあり、政策としての全体像が見えにくく、また、現場の負担も大きいことから、政策目的や対象に応じ、各支
援について大括り化・分野別の整理、重点化、メリハリ付けを進める必要がある。大括り化・分野別の整理等に当たっては、①国立研究開発法人・大学、②地域との
連携、③個人・プロジェクト単位といった対象別の括りが考えられるが、特に、国立研究開発法人・大学向けの事業は、グローバルレベルで激化する競争に対応して
いく観点から、オールジャパンで、分野ごとに戦略性をもって臨む必要がある。大括り化・分野別の整理には時間もかかることから、まずは、先行して、業務改革や申
請者の事務負担軽減の観点から、事業の適正な執行にも留意しつつ、申請書類・様式の統合・削減、共通化・簡素化を迅速に進める必要がある。これは、今回の対
象事業にかかわらず、文部科学省全体として推進する必要がある。
＜対応状況＞
「地域イノベーション・エコシステム形成プログラム」については、採択地域へのハンズオン支援を通じて、毎年度フォローアップを確実に実施しているところ。
また、申請者の事務負担軽減の観点からの申請書類の簡素化等も対応しているところ。

・地域イノベーション・エコシステム形成プログラム採択地域一覧・取組
　https://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/chiiki/program/1413389.htm

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 -

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

事業番号 事業名



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

計 204 計 39

国内旅費、諸謝金等 23

費　目 使　途
金　額

(百万円）

設備備品費 設備備品費 8 人件費 事業担当職員等 12

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご

とに最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

A.東京工業大学 B.公益財団法人全日本科学技術協会

費　目 使　途
金　額

(百万円）

事業実施費 消耗品費、研究開発委託費等 136 一般管理費 - 4

人件費 事業担当職員等 60 事業実施費

文 部 科 学 省

2,965百万円

A. 大学等、産業支援機関等

2,875百万円

（全21機関）

【公募 ・補助】

○地域イノベーション・エコシステム形成プログラム ： 地域に

存在する技術シーズを事業化につなげるため、特許・知財の

調査分析等を踏まえた課題の選定を行い、選定課題につい

て事業化に向けた研究開発やそれらを支える事業プロ

デュース活動を支援する。

を含む

B. 地域中核・特色ある研究大学強化促進事業

5,330百万円

産業支援機関等

地域中核・特色ある研究大学の研究力の向上に向け、全学的なリソースの見直しと

なった戦略的経営の下、大学の研究面での強みや特色を最大限活かす取組を支援

する。具体的には、研究拠点形成事業等により生み出した強みや特色をさらに強化す

るため、近接分野の拡充、全学でのURA・技術職員や企業支援等の専門人材の配置、

国際水準の研究環境の実現などへの取組を支援する。

非常勤職員手当 17百万円

諸謝金 1百万円

職員旅費 3百万円

委員等旅費 3百万円

庁費 2百万円

（令和５年度新規要求事業）

（令和３年度実績）

文 部 科 学 省

5,330百万円

【公募 ・補助】

非常勤職員手当 7百万円

諸謝金 5百万円

職員旅費 6百万円

委員等旅費 7百万円

庁費 2百万円

を含む

B. 株式会社等

62百万円

（全3機関）

【一般競争契約（総合評価）】

「地域イノベーション・エコシステム」における事業成果等の調

査分析、事業化支援や知的財産戦略支援等を行う。



支出先上位１０者リスト

A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

1 95.1％3
特許業務法人志賀国
際特許事務所

1010005019637
「地域イノベーション・エコシ
ステム」における知財戦略
支援

9
一般競争契約
（総合評価）

2
アーサー・ディ・リト
ル・ジャパン株式会
社

1010401000530
「地域イノベーション・エコシ
ステム」における事業化支
援

15
一般競争契約
（総合評価）

1 98.3％

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
公益財団法人全日本
科学技術協会

9010005017352
「地域イノベーション・エコシ
ステム」における事業成果
等の調査・分析

39
一般競争契約
（総合評価）

1 90％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

- -10
国立大学法人信州大
学

3100005006723

革新的無機結晶材料技術
の産業実装による信州型地
域イノベーション・エコシステ
ム

167 補助金等交付

9
国立大学法人神戸大
学

5140005004060
バイオ経済を加速する革新
技術：ゲノム編集・合成技術
の事業化

178 補助金等交付 - -

-

8
国立大学法人金沢大
学

2220005002604
楽して安全、振動発電を用
いた電池フリー無線センサ
の事業化とその応用展開

178 補助金等交付 - -

- -

7
国立大学法人福井大
学

4210005005077
ワンチップ光制御デバイス
による革新的オプト産業の
創出

180 補助金等交付 -

6
国立大学法人岩手大
学

6400005002202

岩手から世界へ ～次世代
分子接合技術によるエレク
トロニクス実装分野への応
用展開～

183 補助金等交付

5
国立大学法人熊本大
学

2330005002106
有用植物×創薬システムイ
ンテグレーション拠点推進
事業

190 補助金等交付 - -

-

4
地方独立行政法人神
奈川県立産業技術総
合研究所

1021005010931
神奈川発「ヘルスケア・
ニューフロンティア」先導プ
ロジェクト

196 補助金等交付 - -

- -

3
国立大学法人三重大
学

2190005003044

地域創生を本気で具現化す
るための応用展開『深紫外
LEDで創生される産業連鎖
プロジェクト』

198 補助金等交付 -

2
国立大学法人香川大
学

7470005001659
かがわイノベーション・希少
糖による糖資源開発プロ
ジェクト

199 補助金等交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
国立大学法人東京工
業大学

9013205001282
ＩＴ創薬技術と化学合成技術
の融合による革新的な中分
子創薬フローの事業化

204 補助金等交付 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率
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